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表4排水施設別採用降雨確率年の標準
分 類 排水の程度 降雨確率年I■　［ （イ
）
（口）
A 古同 い 3 年 10年以上
B 一般的 2 年 7 年C 低 い 1 年 5 年
　注）け）は路面や小規模なのり面など，一般の道路排水施設に適用する．
　　　（口）は長大な白然斜面から流出する水を排除する道路横断排水施設など，重要な排水施設に適用す
　　　　る．
　四．200年に1回あると考えられる最大降水量から算出した全集水区域の流出を安全に排
除しうる能力を有すること．この場合200年に1回の降水量が既往最大観測値より少い場合
には，既往最大観測値により，また流出の算定に．ついては本節第12項第二号第三号及び第四
号によること」
　ここで注目すべきは二つの排水路を設げること，それらは超過確率100年及び200年であ
ること，流出の推算方法はここでは省略したが，合理式に一よることを示している．
　この種の堆積場は昭和45年の調べで全国に622個所あり，うち226個所は休廃止鉱山のも
の，他に16個所の計画がある．かん止堤の高さが15m以上のものが188，15m以下のもの450
となっている．
　なお昭和48年の改正の要点は，沢水排水路，山腹排水路の超過確率年が50年を100年に，
非常排水路のそれが100年を200年に変更したことである．
6．道路排水工における確率
　道路排水工指針においては，r道路に影響を与える水は，主として降雨であるから，いか
なる強い降雨の場合でも完全に排水することが望ましいが，これを完全に実施することは経
済的に得策とはいえない．したがって，道路の安全を保持し維持するために必要な排水能
力，また交通の安全を確保する程度は，計画道路の重要度および道路隣接地の状況を十分考
慮して選定するとともに，箇箇の排水施設についても排水の目的，排水施設の立地条件，計
画流量を超過する流量が生じた場合に予想される損害の程度，経済性を考慮して排水の規模
を決定しなけれぼならない．」参考として排水施設の計画基準の目安として，道路区分によ
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降雨災害対策における超過確率年の例と問題点一木下
る選定基準を表3に，排水施設別の採用降雨確率年の標準を表4に示した．
　この指針に一はこの他にr路面排水など流達時問が極めて短かく，かつ側こうますのように
数多くの設計をしなければならない場合には表（略）に示す標準降雨強度を用いてもよい．
これは（略）3年確率の10分問降雨強度全国図から作成されたものである．」
　これでわかる通り，河川・ダム等に比べれば超過確率年はずっと短かく，1～10年の程度
である．路面排水などは短時問の現象であり，もし排水不能になっても短時問の後回復する
性格のものであり，他の要因による交通渋滞の発生頻度を考えればこの程度なら忍容できる
範囲と解されている．
7．宅地開発に伴う洪水を防ぐ調整池
　日本住宅公団は河川協会に委託して，大規模宅地開発に伴う調整池技術基準（案）を昭和
46年7月に，防災調節池技術基準（案）を昭和49年3月にまとめた．
　前者は「大規模な宅地開発に伴い，ダムによる調整池を築造する場合で，調整池の存置を
暫定的な期問にわたるものとする場合」に適用される．高さは15m未満である．宅地造成の
期問は普通2～8年程度の場合が多く，下流の河川が未改修の場合，種々の事情から改修が
10年程度の期問を要している場合が多いので暫定期問としては，ほぽ10年程度と想定した．
　洪水調節容量の算定方法は二つ示されているが，いずれも洪水の規模が年超過確率で1／30
の洪水に一対して宅地開発後の洪水のピーク流量を開発前のピーク流量まで調節するようた方
法を示している．30年とは上記の10年に，これに下流のトラプル対策としての増分を考慮
しさらに宅地造成により地方公共団体の財政状況が好転するまでの期問（10年～20年程度か）
以上に計画規模をとると考えたために決ったものである．
　後者は「宅地開発等に伴い舌恒久的な施設とLて，堰高の低いダム（高さ15m未満）によ
る調節池（防災調節池という）を築造する場合」に用いられる．r防災調節池計画の雨量規模
は，下流河道改修の規模に拘らず，年超過確率1／50の雨量を下廻らないものとする．」恒久調
節池の趣旨は，ほぽ河川の代替物を意図したものであり，処理対象洪水も，河川が対象とす
るものと同等のものでなけれぱならない．その意味から本基準は超過確率1／50をえらんだ．
　両者とも確率で雨量を求め，ピーク流量は合理式で求めている．調整池・防災調節池の容
量は流出波形によって決まるので，両者とも降雨強度と継続時間との関係曲線が必要であ
る．これは任意の継続時問に対し，τ年確率降雨になっているような降雨強度の関係曲線で
ある．前者では全体の体積に主眼をおき，後者では流量の波形を求めている．ダムとしては
自然放流で洪水を調節する点は両者共通である．
8．下水道計画における超過確率
下水道による雨水排除計画には合流式と分流式とがあるが下水道施設設計指針と解説の計
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　　　　　　　Fig．1　The　figure　shows　examples　of　retum　periods　of
　　　　　　　　　　rainfa1l　for　disaster　countermeasures
画雨水量の項において，r最大計画雨水流出量の算定は，原則として合理式によるものとす
る」とした上で，r確率年は，原則として5～10年とする」と記してある．現在の日本にお
いては下水道の普及が大へん望まれている折でもあり，5年というと小さすぎるようにも見
られるが，5年で実施されている部分も多いということである．
9．ま　と　め
　以上の例をまとめると図1のようになる．それぞれの基準等で実情に合わせて徴妙な言い
まわしの差があるのを一括して単純な図化をしているので，その点はご容赦ありたい．超過
確率年の大きい方から言うと，ダム洪水吐，捨石鉱さい堆積場，重要河川が約200年，河川
が100年から10年で，ここに宅地造成に伴う防災調節池（恒久）が50年，調整池（暫定）が
30年，道路が色々あるが10年から1年で，下水道が5年ぐらいとなっている．
　これでそれぞれの構造物の防災システムとしての能力がラソク付けられたと見るのは若干
早計であろう．なぜならこれらは設計等の基準で，たとえその通り作られたとしても管理が
悪けれぱ，例えぱよく見かけるが流木等カミひっかかっていれば，すべてが無になることもあ
りうる．さらにこの図を見るに当って，費用負担がどのようになされていて，国民的な規模
でみた時何が望まれているかを考えに入れなくてはならない面もある．
10．問　題　点
　このような2，3の例によってわかる通り，問題点は数多くある．
　（ガ　降雨の継続時問を例えぱ2時問35分ととるべきことが流域の形状から決まったとして
も，具体的にどのような手法で過去のデータから2時問35分の降雨を拾い出すか？　実作業
として不可能とは言わないが現実的ではない．それで，1時問とか1目とかきりのいい時問
の降雨から任意時問の降雨を求める式が提案されてはいるが，式の形や係数のちがいが全国
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降雨災害対策における超過確率年の例と間題点一木下
的に一統一しがたく，著しい外挿などでは隣接地点同志で大小関係が反転することもある．さ
らに，降雨継続時問が1日という時系列と，24時間という時系列とは単なる定義のちがいと
いうに留らず，実質的に大きなちがいを持つので注意しなけれぱならない．すたわち，前者
は一般に統計年数が長いのに一比べ後者は短い．また，前者は観側の日界が影響することがあ
り，しかも気象庁においては日界が幾通りもあるために注意を要する．
　け）確率密度関数とLて提唱されているものは幾通りもあり，どれがよいかは関数の分布
にのるかのらないかの結果でした判定がつかない．従って今後も新しい確率密度関数の提案
カミあるかも知れないし，隣接地点同志で異なる関数を用いなければならないこともありう
る．通常，確率紙として市販されているものはその関数を仮定する限り，データは直線上に
のるように作られているが，関数を積分して座標軸の変換をして直線化しているため，確率
紙上で余程よい直線性があっても用心せねぱならない．まLて段がつくような場合は確率密
度分布で表わせぼ2山，3山になってしまうであろう．木下（1974）参照．
　しばしぱ極値においてとびはなれた値を示すことカミあり，これを棄却検定する場合があ
る．このような極値は分布を合わせる精度の最も悪いところであり，しかもそのような区域
で確率降雨の推算を行わねばならないという矛盾がある．たまたまあてはめて見た分布を金
科玉条として実測値を棄却検定に付するか，観測誤差を含んでいようとも実測値を重んじる
かは人生観による別れ道であろう．このような場合に著者は後老を採るが．
　（ウ）短時問・高い頻度の場合，毎年最大の時系列でよいか？　大平野に広がる水田の洪水
対策の場合，3日雨量で100年に1度というような確率降雨を求めねばならない．このとき
は毎年の最大3日雨量を作り，これの年時系列から統計処理をする．大洪水が6月に起こっ
ても9月に起こっても，6月と9月に起こってもどの道食糧危機には変りない．災害は1回
と数えられる．しかし都市内の小さい排水路があふれて6月に浸水し建具をとりかえ，9月
再び浸水したらこの年の災害は2回である．しかし毎年の最大雨量をとる限り，災害は1回
としてしかとり上げられない．このように対象によっては毎年最大雨量のみをとり上げた確
率分布で，低い超過確率年を推定することには無理がある．ちなみに，1876年より1975年ま
での東京（気象庁）の日雨量についてみると，毎年最大値の確率分布について最大は1958年
の392．5mmであるが最小は1967年の43．Ommである．392．5mmは100年に1度の大雨と言え
るだろうが，43．Ommは1年に1度の大雨と言えるか？　否，この100年問に43．Ommの日雨
量は688回起こっているから，1年に6．88同，おおよそ2月に1回の割で起こっているわけ
である．2年確率として分布の中央値をみよう．50番が106．8mm，51番が106．3mmである
から106．5mmとする，つまりこれが2年確率であるが．上記100年の統計期問にこれより多
い日雨量は68回起こっている．2年に1回より3年に一2同というくらい起こっているわけで
ある．毎年最大値で統計をとるか非毎年値で統計をとるかは具体的手法も含めてむずかしい
問題である．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　一9一
国立防災科学技術セソター研究報告　第23号　1980年3月
11．　おわりに
　一寸先は闇というのが現実ではあるが，過去のデータから何年ぐらいに1回の割合で起こ
るだろうと将来の現象を予想する．10年に一1回なら人生のうち数度．30年に1回なら働き盛
りのうちに一1度，100年に1回のことならまず自分は係わらなくて済むと考えるのが人情だ
ろう，果して実際の防災構造物はどんな割合で起こることを想定しているのだろうか．人問
の期間の尺度と防災構造物の対象とする期問の尺度を確率で合わせてみた．ここにあげた基
準等の幾件かはその策定のとき著者が参加させていただいたもので，その時確率のこと及び
その考え方について色々ご指導いただいたことについて改めて感謝の意を表する次第であ
る．
　　　　　　　　　　　　　　　　　参　考　文　献
1）菅原正巳（1979）：＜水文雑話皿＞100年洪水，水利科学No．128（第23巻　第3号）．
2）木下武雄（1974）：洪水計算の考え方（I），水利科学No．97（第18巻第2号）．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1979年12月7目　原稿受理）
一10一
